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π e（t）＝ν［π（t）π e（t）］，ν＞０ （２）



























































































































































































































































































































































２）Shone, op. cit., Figure１１．２３（p．５０１）に準ずる。
３）Shone, op. cit., Figure１１．２４（p．５０２）に準ずる。
４）m＝m に固定されるとき，この条件は満たされる。
５）かかる例につき，Obstfeld＝Rogoff, op. cit.,（Chap．８）（p．５２０）参照。

























































































































さて，Keynes＝Hicks流の貨幣需要函数は，名目利子率 i，実質所得 Y に対し
M
P＝L（i，Y） （４７）
で与えられる。しかるに，実質利子率 r は，名目利子率 i と期待インフレ率 π eの差として定義さ
れるから，
r＝iπ e （４８）










成長率 μ と均等化する，すなわち，π＝π e＝μ がしたがう。












































































































































































































































































































































































































































































いま，創造益の初期値 G は定常状態にあるが，最大値 S＊より小さい，すなわち，G＜S＊と想
  


















































ところで，目標貨幣保有を m に等しくするために要するインフレ率は，Cebπ＝m の解である。
いま，対数をとり変形すれば必要インフレ率 π は，π＝（log Clog m）/b となる。次に，実質貨幣

保有が定常状態になるとすれば，すなわち，m（t）/m（t）＝０ならば，創造益 S＝πm がしたがうか
ら，したがって，実質貨幣残高 m に対応する創造益の持続可能水準は，S＊＝［（log Clog m）/b］m
となる。
いま，初期創造益 G が創造益の最大持続可能水準 S＊より大きい，すなわち G＞S＊がしたがう



































   y＝a１（mp）a２π e （１１２）








































log m＊（t）＝log Blog Y＊（t）bπ（t） （１２１）
がしたがう。しかるに，log Y＊（t）は，（１１７）式から
log Y＊（t）＝log Aa１log m（t）a２π（t） （１２２）
で表わされるから，（１２１），（１２２）式を考慮すれば，（１２０）式は，
m（t）
m（t）＝β［log Blog A（１a１）log m（t）（a２b）π（t）］ （１２３）
と変形される。
さて，前項同様に，爆発的インフレ過程の動学をみてみよう。














































＝B・Am＊（t）a１e（a２b）π（t）の解であり，π＝（log Blog A（１a１）log m）/（ba２）となる。次に，実質

貨幣保有の定常状態において m（t）/m（t）＝０であり，創造益 S＝πm がしたがう。このとき，実質
貨幣残高 m に対する創造益の持続可能水準は S＊＝［（log Blog A（１a１）log m）/（ba２）］m
となる。貨幣需要の方が産出量需要よりインフレに対しより感応的（（ba２）＞０）であるものとす
る。
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